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近年、委託・請負契約で働く在宅ワーカーは増加し続けている。在宅ワーカーが増加してい
る背景には、 1990年代以降の情報化の進展と企業によるアウトソーシングの増加だけでなく、
長期にわたる不況により家庭の主婦などが生計維持の必要性に迫られて就労している場合が見
受けられる。また、在宅ワークは、既婚女性にとって仕事と家庭生活との両立が可能な就労形
態のーっとして注目を浴びているが、報酬の支払いや仕事の納期・ノルマなどでトラブルが多
く、在宅ワーク絡みの詐欺事件も多発している。そこで、 2000年 3 月 4 日に在宅就労問題研究
会が発表した「最終報告書J を受けて、旧労働省は同年 6 月 14 日に「在宅ワークの適正な実施
のためのガイドライン」を策定しているが法的な拘束力はなく、現行の家内労働法を改正する
のか、あるいは全く新しい立法を別個に制定するのかについては決着がついていない (2)。しか
しながら、近年、家内労働法の改正によって対処する必要があるかどうかについては、神尾京
子 [2005J 、長坂俊成 [2000J、森戸英幸 [1999 ， 2003J 、労働政策研究・研修機構 [2004J など
でも、指摘されるようになってきている。もはや、在宅ワーカーが労働法の保護を受けられな
いという問題は、社会政策的課題になりつつあるのではないだろうか。
一方、家内労働法は、 1970年 5 月 16 日に制定され、同年10月 1 日には全面施行されているた
め、 36年以上もの歳月が経過している。その家内労働法の制定を目前に控えて、当時の日本経
済新聞は「社説J で家内労働法について以下のように述べている。
「現に家内労働者を労働者とみるか、自営業者とみるかの実態判断の違いいかんによって、
工賃の性格は『賃金なりや、工賃なりや』といった問題、ひいては支払し、形態の扱い、最低工
(1)本稿は、大阪市立大学大学院経済学研究科に提出した博士学位論文『戦後日本の内職・家内労働と在宅
ワーク~ [2006年 9 月 29 日大阪市立大学博士(経済学)授与]の第 6 章(1家内労働法の改正論議ー在宅
ワーク問題も含めて J) に加筆したものである。また、本稿作成にあたって、最低工賃の決定方法につ
いて、厚生労働省大阪労働局労働基準部賃金課から聞き取りをさせていただいた。記して感謝致します。
(2) 在宅ワークはいまだ揺鑑期にあるため、法律による規制は時期尚早でユあるという意見もある。詳しくは、
労働省 [2000J の 29頁を参照。
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賃の決め方、水準などについても、全く対立する『哲学の衝突』が生ずる。…(略一引用者)…
家内労働法の今後は、それだけに多難であり、残された問題の検討につれて逐次対策が充実し
ていくことを期待したいJω と述べている。つまり、家内労働の実態は、複雑多岐にわたって
いるため、家内労働法は全く対立する「哲学の衝突J (4) を内包しているものの、それらが今後
解決されていくことを強く望んでいる。しかしながら、家内労働法が制定されてから、 36年以
上も経過しているが、一度も抜本的な改正がされないまま今日に至っている。すなわち、現行
の家内労働法は家内労働者の保護という点から見て、多くの問題点を抱えているにも関わらず、
社会政策的課題として表面化する機会がないまま何十年間も放置されてきた、あるいは、問題
を先送りし続けてきたと言うことができるであろう。
そこで本稿では、在宅ワークを製造加工作業が中心である家内労働の情報サービス化と捉え
た上で、家内労働法の問題点を改めて家内労働者の保護を手厚くすると共に、在宅ワークへ家
内労働法を適用する必要があるのではないかということについて考察することにしたい (5)。具
体的には、まず第E節で、労働基準法の適用可能性について検討した上で、家内労働法の問題
点について労働基準法との違いを考慮しながら明らかにする。次に第E節で、家内労働災害へ
の対応について、安全・衛生の確保という側面と、労災補償の側面について論じる。さらに第
N節では、最低工賃制度の現状と問題点についても明らかにする。その上で最後に第V節では、
家内労働法の改正によって在宅ワークを適用範囲とする必要があるのではないかということに
ついて考察することにする。
E 労働基準法との関係
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1 労働基準法の適用可能性
日本では、委託・請負契約といった契約の形式によらず、実態に即して労働基準法が適
用されることになっている (6)。従って家内労働者であっても、場合によっては労働基準法
が適用される可能性がある。そこで、これまで唯一、家内労働者に労働基準法が適用され
た事例として、西陣織の出機(賃織)労働者について取り上げることにする (7) 。
一般に西陣織では、織元(機業家)の工場内で雇用されて製織に従事する労働者のこと
を内機と呼び、それに対して織元から生糸や紋紙など原材料の供給を受けて自宅に所有す
る織機で帯地や着尺を製織し、加工貨を受け取る労働者のことを出機と呼んでいる (8)。内
(3) W 日本経済新聞~ 1968年12月 25 日付け、「社説J 。
ω 哲学の衝突の具体的な内容について、詳しくは、大石三郎 [1971] 、高藤昭 [1971] を参照。
(5) 1974年に家内労働法が改正された西ドイツでは、従来までの家内労働法の問題点を改めて家内労働者の
保護を手厚くすると共に、在宅ワークも適用範囲とするようになっている。
(6) 労働省労働基準局編[1986] の 52-70頁を参照。
(1) 西陣とは、京都市上京区今出川付近のことであり、応仁の乱で西軍の山名宗全が布陣したことに由来し
ている。
(8) 但し、織元の工場内で製織に従事している労働者であっても、請負契約として加工貨を受け取っている
場合は出機と呼んでいる。
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機は、織元と雇用関係にあり作業の指揮監督を受けているため労働基準法が適用されてい
るが、出機に労働基準法を適用するのか家内労働法を適用するのかは、その実態をどのよ
うに判断するかによって左右されている。
例えば、 1947年 9 月に施行された労働基準法は、家内労働者を適用除外としている。こ
のため、西陣織の出機労働者で結成された全西陣織物従業員組合は、労働基準法の適用を
求める運動を引き起こし、 1948年に京都労働基準局は西陣賃織実態調査を実施している。
この調査結果をもとに、同年4 月に京都労働基準局は西陣織の出機労働者に対して労働基
準法を適用することを決定し、 10月 1 日より適用を実施している。この r1948年判定J で
は、西陣織の出機労働者の労働者性について、表 1 にあるように、①法的関係、②経済的
関係、③指揮監督関係、@第三者の使用の可否、⑤材料器具の負担関係の五つの指標をも
とに判断を行っている。
この後、織元側から r1948年判定」に異論を唱える動きが何度かあったため、京都労働
基準局は1961年と 1978年にそれぞれ実態調査を実施している。 r1961年調査J と r1978年
調査J によると、 r1948年調査J の時と比べて織元による出機廻りが少なくなっているこ
とが指摘されている。出機廻りの内容も単に材料供給と製品受け取りのためであり、労務
管理を目的としておらず、指揮監督関係が弱くなっていると捉えている。また、出機労働
者がカ織機を所有している場合が、 r1948年調査J の時と比べて増加しており、力織機の
所有による労働関係の変化を指摘している。両調査では、 r1948年判定j を覆して西陣出
機労働者の労働者性を否定するまでには至っていないが、使用従属性が弱くなり、事業者
的性格が強くなっていると捉えている。
この点について、政治経済学では、誰が生産手段(労働手段+労働対象)を所有するか
によって生産関係の社会的性格は決定されるため、西陣出機労働者が力織機を購入するよ
うになることは、彼らが「実質的に賃労働と変わらない状態j ではなく、独立の自営業者
として経済的に自立するようになったかのようにも見えるかもしれない。しかし、力織機
は生産手段(労働手段+労働対象)ではなく労働手段であることに注意しておく必要があ
る。 r1961年調査」と r1978年調査j でも、西陣出機労働者が織元から生糸や紋紙などの
原材料の支給を受けて労働の対償として工賃を得ていることが明らかになっている。すな
わち、労働対象(原材料)は織元が所有しており、力織機の所有だけで労働関係が変化し
ていると判断するのは不十分である。また、 1973年以降の構造的な不況の中で、織元は大
幅な経費の削減に迫られており、このため織元は内機として工場内で製織に従事する労働
者に力織機を購入させて、工場外で出機労働者として製織に従事させる戦略を採らざるを
得なかったとも考えられる。こうすることで、織元は賞与や社会保険料などの負担の削減
と労災補償責任など一切の雇用主責任から逃れることができるようになったと思われる。
さらに、三好正巳 [1984J 、横山政敏[1984 ， 1988J によると、西陣出機労働者が、数百
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万円の借入金でカ織機を購入しているケースが大半であり、そのため多額の借入金が彼ら
の生活を圧迫しており、逆に織元へ経済的に依存する傾向が強くなっていると主張してい
る。
表 1 1948年判定における西陣出機労働者の労働者性
(ー)法的関係
1.賃織業者と特定織元との関係は、父子相伝、永年に亘るもの少なからず。
2. 即ち両者の聞には雇傭契約ありと推断さるべく。
3. 従って賃織業者は該契約を何時にても解約せんとの傾向を現に示しつつあり。之、
雇傭契約の本質を現すものと言うべし。
4. 以上の各事実に付随し、一旦依頼せる仕事の供給先を織元が変更したるが知き事例
は未だ見ざる所なり。
(ニ)経済的関係
1. 賃織業者は(ー)項の如き関係より其の労働時間の殆んど全部は特定織元の仕事を為
すに費し、従ってその生活は当該織元の反対給付に全面的に依存して居り。
2. 而もその反対給付決定に当たっては織元の意見が断然強く、賃織業者の意思は殆ん
ど顧みられざる従来の実情にあり。
3. 尚、其の反対給付は品種により差等あるのは当然なれども、之が決定は賃織業者の
技術を勘案し個人的差別あるを見ず、即ち請負の如く相手の技術に重点を置くことな
し。
4. 以上各項と照応し、万一不完全なる仕事の場合も之が引取を織元に於て拒絶するが
知き事なく、反対給付の支給も行い、又、損害賠償乃至完全補修請求の如き挙に出ず
ることなし。
5. 織元は賃織業者及び家族の死亡、病気等に対しては金銭貸与、見舞金贈呈等を行い、
而も此の際の貸与に対しては之を返還せざる風習すら生じ居れるが如き温情的制度の
存するをみる。
6. 尚、仕事なき期間は一日八十円より百円程度の休業補償をなすが如きは、明らかに
雇傭乃至労働契約関係の存在を推断せらる。
(三)指揮監督関係
賃織業者が作業をなすに当たっては殆んど全的に指揮を受け居り。例えば帯を織る
如き場合は地紋の如き、又一尺に付て横糸何本と言ふが如き詳細なる指示を受け、又、
織元は不断に見廻りを励行し、之が為『出機廻り』なる熟語まで出来居る実情にして、
雇傭の色彩を強く表現す。
(四)第三者の使用の可否
1.賃織業者は織元の承諾なく任意に第三者をして自己に代って作業をさするを得ず。
2. 又、任意に下請に出せる事例もなし。之等は何れも雇傭の方向を強く示すものと言
うベし。
(玉)材料器具の負担関係
1. 織元はその依頼したる仕事に要する材料は勿論、その仕事をなすに必要なる器具迄
も殆んど大部分は負担し居り、請負契約と相反する様相を呈す。
2. 従って、若手賃織業者が負担する部分あるも、その厚薄により反対給付に差等ある
を見ず。之を反面より見れば、織元の負担はその経営面全体に於て通常企業の知く考
慮し居り、個々の賃織業者との関係に於ては全然考慮し居らず。此の点は通常の工場
経営と同一歩調を示すものと見られる。
(出所)脇田滋日982J の23-27貰より作成。
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しかしながら、 f1978年調査」のすぐ後に、西陣出機労働者の労働者性が否定される事
件が発生している。それは、 1978年11月 2 日に西陣織の出機労働者が作業中に電動力織機
のシャフトに左腕を巻き込まれ、付け根から切断するという事故である。被災労働者はす
ぐに労災補償の請求をしたが、 1980年11月 18 日に京都上労働基準監督署は労災保険法上の
労働者とは認められないという理由で不支給決定をしている(針。この労災保険法が対象と
する労働者と労働基準法が対象とする労働者は同一であるため、西陣出機労働者には労働
基準法が適用されないということになる。
このように、かつて西陣織の出機労働者は労働基準法が適用されていたが、労働関係の
実態が変化したと捉えて家内労働法が適用されるようになっている。実際には行政実務上
の問題として、丹後地方の出機労働者には家内労働法を適用する一方で、京都市内の出機
労働者には労働基準法を適用するという不整合性を容認できないのではないだろうかと
恩われる(10)。ましてや、西陣織の出機労働者は他府県にも散在しているため、他府県で家
内労働法が適用されているのに、京都市内だけは労働基準法が適用されるということにな
りかねない。それゆえ、法理論上は、同ーの業務に従事する家内労働者であつでも労働者
的性格の強い場合は労働基準法を適用するということが可能かもしれないが、行政実務上
は労働者的性格の強い家内労働者だけに労働基準法を適用するというわけにはいかない
のではないだろうかと思われる (11) 。
2 労働基準法との相違点
家内労働者は、労働者的性格と事業者的性格の二面性をあわせ持っていると捉えられて
いるため、労働基準法が適用されていない (12)。その代わり、家内労働者には家内労働法が
制定されている。ここでは、労働基準法との違いを考慮しながら、①家内労働手帳制度、
②労働時間の規制、③委託打ち切りの予告、④委託状況届、⑤労働基準監替官の五点に焦
点を絞って、家内労働法の問題点とその改善点について考察することにしたい(13) 。
まず、①家内労働手帳制度について、家内労働法の第 3条では、委託者は家内労働者に
家内労働手帳を交付しなければいけないことになっている。これは、契約締結にあたって、
単なる口約束(諾成契約)ではなく、文書で契約内容を明らかにしておくことで、後々の
トラブ、ルを少なくする効果がある。例えば、労働基準法の第15条では、雇用主は労働者に
対して労働条件を明示しなくてはいけないように決められているのと同じように、家内労
( 9)詳しくは、村井豊明他 [1982]、脇田滋 [1982] を参照のこと。
(10) 1970年に家内労働法が制定された時、丹後地方の出機労働者には家内労働法が適用されることになっ
た。
(11) この他にも、労働基準行政に従事している職員数が不足しているという問題もあると思われる。
(12) 1948年 7 月 5 日付け基収第2204号通達で、家内労働者には労働基準法を適用しないということが決めら
れた。
(13)但し、家内労働法の問題点について検討した先行研究として、片岡昇 [1968]、正田彬口979]、中脇晃
[1975 , 1982]、峯村光郎 [1975]、山田耕造 [1981] がある。
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働法では、委託者は、業務の内容、工賃の単価、工賃の支払期日などを家内労働手帳に記
入しなければならないということになっている凶。家内労働手帳を交付しない委託者や、
家内労働手帳に法定の記入事項を記入しない委託者に対しては、罰金がある。しかし、罰
金の額が少額(現行 2 万円)であるため、家内労働手帳を交付しない委託者や法定の記入
事項を記入しない委託者が減らないという問題点がある問。そのため、違反した場合の罰
則を強化することや、法定の記入事項が記載されていれば電子メールなど情報通信機器を
用いて交付してもよいことにする必要がある。
次に、②労働時間の規制について、家内労働は仕事の納期やノルマが厳しく、しかも低
工賃であるため、長時間労働になりがちである。特に、男性世帯主が専業として家内労働
に従事している場合、労働時間は長くなる傾向にある (16)。そこで、家内労働法では、委託
者や家内労働者は、類似の業務に従事する通常の労働者の労働時聞をこえるような長時間
労働の委託をしたり、受けたりしないよう努めなければならないとしている (17)。しかし、
労働基準法の第32条で、雇用労働者の労働時間の上限が決められているにも関わらず、家
内労働法では具体的な労働時間の上限は決められておらず、努力義務にとどまってしまっ
ている。労働時間の規制が努力義務にとどまってしまっているのは、委託者が家内労働者
を指揮監督できる立場にないためであると考えられるが、家内労働法では具体的な労働時
間の上限が決められていない点に問題点がある。また、家内労働者が余りにも長時間の労
働をしている場合、都道府県労働局長は、委託者や家内労働者に対して労働時間の適正化
を図るため必要な措置をとるように勧告することができるようになっている(18)。しかしな
がら、勧告に従わなかった場合の罰則はない点で問題点がある。このため、勧告に従わな
かった場合の罰則を規定するようにすることや、委託者側の理由で家内労働者が深夜や休
日に仕事をしなくてはならないような場合には、割増賃率の支払いをしなくてはいけない
ようにする必要があるであろう。
また、③委託打ち切りの予告について、家内労働法の第 5 条では、 6 カ月をこえて継続
的に同ーの家内労働者に委託をしている委託者が、委託を打ち切ろうとする時は、家内労
働者に予告するように努めなければならないことになっている。これは、家内労働によっ
て生活水準を維持している者の場合、突然、委託を打ち切られると生活できなくなってし
まう恐れがあるからである。例えば、労働基準法の第20条でも、雇用主が労働者を解雇し
ようとする場合、 30 日前にその旨を予告するか、 30 日分の平均賃金を解雇予告手当として
(14)家内労働法第 3 条第 2 項。
(15)家内労働手帳の普及促進のために、保育所の入所申し込みで就労証明書の代わりに、家内労働手帳を提
示するようにしている場合もある。
(16)家庭の主婦が家計補助として家内労働に従事している場合や、会社員や農林漁業者などが副業として家
内労働に従事している場合では、短時間ではあるが休日や深夜に労働していたりする。
(17)家内労働法第 4 条第 1 項。
(18)家内労働法第 4 条第 2 項。
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支払わなければならないと決められている制。しかしながら、家内労働法では労働基準法
と違って、あくまで努力義務でしかないということや、委託打ち切りの予告期間と委託打
ち切りの予告手当が特に定められていないという問題点がある。このため、委託打ち切り
の予告期間や、委託打ち切りの予告手当を定める必要がある。
さらに、④委託状況届について、家内労働法の第26条では、委託者は家内労働者数や業
務内容など必要な事項を記入した委託状況届を、毎年4 月 30 日までに都道府県労働局長へ
提出しなければいけないことになっている。しかしながら、委託状況屈を提出しなければ
いけないということを知っている者が少ないことや、罰金の額が少額であることから委託
状況届を提出していない委託者が一定数存在しているという問題がある。また、労働基準
監督署は、委託者や家内労働者の団体を通じて委託状況届を提出するように呼びかけてい
るが、家内労働の種類によっては委託者や家内労働者の団体がない場合があり、労働基準
監督署が家内労働者数や業務内容などを正確に把握していないという問題がある (2ぺこの
ため、委託者側と家内労働者側の両方が都道府県労働局長へ委託状況届を提出しなければ
いけないことにする必要がある。また、郵送や電子メール、ホームページなどによる提出
もできるようにする必要があるであろう。
最後に、⑤労働基準監督官について、家内労働法の第30条によると、労働基準監督官は
必要に応じて委託者の営業所や家内労働者が業務に従事する場所へ立ち入札検査するこ
とができるようになっている。そこで、旧労働省は、これまで毎年 5 月 21 日から 31 日まで
を家内労働旬間と定めて集中的に家内労働法の監督指導を実施してきたが、 2000年に家内
労働旬聞は廃止されることになった。このため、家内労働法の周知徹底と監督指導という
点で問題が生じている。テレビやラジオ、あるいはインターネットなどを通じて、家内労
働法の周知徹底をはかると共に、労働基準監督官を増員することで監督指導を強化する必
要があるであろう。
E 家内労働災害への対応
1 安全・衛生
労働災害から労働者を保護する方法は主に二つあると考えられている。一つは、労働災
害の発生を予め防止することである。もう一つは事後的であるが、労働災害の被災者や遺
族に補償することである。
(19)解雇予告の日数を短縮するために、短縮した日数分の解雇予告手当を支払うという場合もある。
(却)家内労働者の団体の中には、東京花緒工組合や東京へップサンダ、ル工組合のように労働組合法上の労働
組合として認められている場合や、東京袋物技工協同小組合のように中小企業等協同組合法上の事業協
同小組合を結成している場合がある。詳しくは、磯部喜一 [1960) 、千種達夫 [1962) 、錦織産 [1969]
を参照。
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前者の労働災害の発生を予め防止するという点について、日本では、 1972年に労働安全
衛生法が制定され、これにより労働者の安全・衛生を確保しなければならないとされてい
る。しかし、労働安全衛生法は家内労働者には適用されないため、家内労働法で対処する
ことになっている。そこで家内労働法では第17条で、家内労働災害の発生を予め防止する
ために、①委託者側や家内労働者側が講じなければならない措置と、②委託者側や家内労
働者側が心掛けなければならない事項について規定している (21) 。
まず、①委託者側や家内労働者側が講じなければならない措置として、機械に安全装置
を取り付けるということや、家内労働者に作業心得などの書面を交付すること、有機溶剤
など有害物は安全な容器を使用し、容器に有害物の名称や取扱い上の注意事項を明記する
ことなどがある。家内労働者の側も、危険有害業務に従事する時は保護具を使用したり、
有害物を使用する時は取扱い上の注意事項を守ること、委託者から作業心得などの書面を
交付された時は見やすい所に掲示しておくことなどがある。このような措置が講じられて
いない場合には、家内労働法の第18条で、都道府県労働局長もしくは労働基準監督署長が
委託を禁止したり、機械の使用を禁止したりすることができるようになっている。
次に、②委託者側や家内労働者側が心掛けなければならないこととして、 18歳未満の者
や女性が危険有害業務に従事するような委託をしないよう努めることや、家内労働者が安
全装置を取り付けようとする時や健康診断を受けようとする時は援助を行うよう努める
ことなどがある (22)。家内労働者の側も機械に安全装置を取り付けるように努めることや、
局所排気装置を取り付けるように努めることなどがある。但し、これらは、あくまで努力
義務規定であって、必ずしなければならないというわけではない。
そもそも家内労働法は、ベンゾール中毒事件を契機として、法制定に向けて旧労働省が
本格的に動き出すようになったことを考えると、家内労働災害を予め防止するという点に
重点、が置かれているはずで、ある。しかしながら、家内労働法で安全・衛生について規定し
ている箇所は第17条と第四条だけしかなく、家内労働法施行規則で規定されている事項も
努力義務規定が多いため、あまり実効性がないという問題がある。このため、努力義務規
定を改めて禁止・強制規定にすることや、委託・請負契約で働く在宅ワーカーに対しては、
眼精疲労や腰痛防止のため、 VD T (Video Display Terminal) 作業への適切な対策を講
じなければならないようにする必要があるであろう。
(21)安全・衛生に関する措置については、厚生労働省『家内労働のしおり』毎年度版の「家内労働法のあら
ましj を参考にしている。詳細については、家内労働法施行規則の第10条から第22条までを参照。
(22)東京都では、専業として家内労働に従事している者が、局所排気装置を取り付けようとする時の費用の
一部を助成していたり、安全講習会や健康診断を実施している。
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2 労災補償
後者の労働災害の被災者や遺族に補償するという点について、労働基準法では使用者の
労災補償責任が規定されているが、これと同様の責任を家内労働災害が発生した場合、委
託者に課すべきかどうかについては反対意見がある。例えば、次のような意見がある。
「災害防止のために労基法その他によって設けられている安全・衛生確保のための細か
い諸規定を順守させようとしても、作業施設の改善等のために多数の出費を伴うことが予
想されるから、資力の乏しい家内労働者にその負担を強いることは困難である。そればか
りでなく、多くの場合委託者自身がきわめて小規模な業者で占められているから、…(略
一引用者)…その負担を使用者たるべきものの責任として彼らに押しつけることも実際上
不可能といわねばならない。ーたん労働災害が発生したような場合には、こうした中小零
細企業の委託者は往々にして家内労働者に対する使用者としての補償責任を完全に履行
できないこととなり、最も悲惨な結果を生みかねないであろう。 J (23) という意見である。
このため、家内労働法では、委託者の労災補償責任について規定していない。しかし、そ
の代わり業務上の負傷や疾病の発生するおそれが多い特定の業務に従事する家内労働者
や補助者は、労災保険に特別加入できるようになっている。労災保険では、原則として労
働基準法が適用される雇用労働者を保護することを目的としているが、雇用労働者以外の
建設業の一人親方などについても、その就労の実態から見て保護する必要があるため、
1965年より特別加入制度を創設している (24)。この特別加入制度は、個人で労災保険に加入
することはできず、家内労働者や補助者が組織する団体を通じて特別加入することになっ
ている (25)。家内労働者や補助者が特別加入することができる作業の種類は有機溶剤や動力
機械などを使用する作業に限定されており、それぞれの作業によって異なる保険料率が設
定されている。家内労働者や補助者が業務上の災害を被った時は、場合に応じて、①療養
補償給付、②休業補償給付、③障害補償給付、④遺族補償給付、⑤葬祭料、⑥傷病補償年
金、⑦介護補償給付の七種類の保険給付を受けることができる。さらに、労働福祉事業に
よる特別支給金などの付加的給付も受けることができるようになっている制。
しかし、特別加入できる作業の種類は限られているため、すべての家内労働者や補助者
が特別加入できるというわけではない。それゆえ、労災保険に特別加入できる作業の種類
を増やすことや、委託・請負契約で働く在宅ワーカーも特別加入できるようにする必要が
あるであろう。
(23)片岡昇 [1968J の 5 頁。
(24) 1970年 9 月 29 日から、家内労働者も労災保険に特別加入できるようになった。
(25) 家内労働者や補助者が組織する団体は、事業主と見なされて保険料の納付義務を負うことになってい
る。
(26)特別支給金には、休業特別支給金、障害特別支給金、遺族特別支給金、傷病特別支給金がある。
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N 最低工賃制度の問題点
1 最低工賃の現状
家内労働者は個々に散在していて工賃額の決定に対して、委託者と対等に交渉すること
ができない状態にある。委託者に対して「工賃を上げて欲ししリと言えば、仕事を出して
もらえなくなる弱い立場にいる。家内労働で生計を立てている者であれば、なおさらであ
る。このため日本では、家内労働者の工賃が低くなりすぎないように、最低工賃制度で規
制することにしている。
日本では、 1959年に制定された最低賃金法の第20条から第25条で最低工賃制度を設置し
たのが、その始まりである。しかし、 1959年に制定された最低賃金法の第20条では、既に
決定された最低賃金を前提として、その最低賃金の有効な実施を確保するため必要と認め
られる場合に限り、最低工賃を決定することができるようになっていた。このため、 1967
年 3 月 25 日に奈良県の靴下製造業で初めて最低工賃が決定されるまで、最低工賃が決定さ
れることはなかった (27)。その後、 1970年に家内労働法が制定されたため、最低賃金法の第
20条から第25条は削除され、代わりに家内労働法の第 8 条から第16条で最低工賃制度につ
いて規定することになった。
2005年 2 月の時点、では、家内労働法に基づいて決定された最低工賃の件数は、 150件と
なっている。決定件数だけについて見ると、最も多い都道府県は兵庫県で 7 件である (28) 。
次に多いのが、静岡県と愛知県で 6 件となっている。逆に最も少ないのは、石川県、奈良
県、香川県、沖縄県であり 1 件だけである。すべての都道府県で何らかの最低工賃が決定
されているため、全く決定されていないような都道府県はない。最低工賃の適用対象とな
る家内労働者数は108 ， 722人で、これは家内労働者総数の50.2%であり、同じく適用対象
となる委託者数は9 ， 788人で、これは委託者総数の62.7%を占めている。表 2 で、業種別
に見た場合の最低工賃の決定件数について見てみると、「衣服・その他の繊維製品製造業」
での決定件数が最も多く、「繊維工業」も含めて考えると、繊維産業関連業種が全体の約
65%程度を占めていることが分かる。次に、「電気機械器具等製造業」での決定件数が多
いことが分かる。表 2 を全体として見ると、 1999年に 183件の最低工賃が決定されていた
が、 2005年には 150件へと減少している。特に、繊維産業関連業種の決定件数が減少して
いる。
図 1 に示されているように、現行の家内労働法では、最低工賃は、厚生労働大臣または
都道府県労働局長が必要であると認める時、決定することができるようになっている(判。
(幻)同年 5 月 1 日に発効している。詳しくは、労働大臣官房総務課編 [1971 J の227頁を参照。
(28)兵庫県では、 f靴下製造業j 、「綿・スフ織物業」、「婦人既製服製造業」、「篭気機械器具製造業」、「釣針
製造業J 、「かぱん製造業」、「絹・人絹・毛織物業(但馬地区) J で最低工賃が決定されている。
{却)家内労働法第 8 条。
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表 2 業種別最低工賃の決定件数
業 種 1999年 2000年 2001年 2002年
繊維 工業 織 物 12 12 12 12 
ニット製造 19 19 19 18 
衣服・その他の 既製洋服等 60 60 60 57 
繊維製品製造業 和服・その他 27 24 24 22 
そ の 他 2 2 2 1 
紙・紙加工品製造業 8 7 7 7 
金属製品製造業 5 5 5 5 
電気機械器具等製造業 31 29 30 30 
そ の 他 19 17 17 15 
i口L 計 183 175 176 167 
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(件)
2003年 2004年 2005年
12 12 11 
13 11 15 
53 51 51 
23 22 18 
5 4 。
7 7 7 
1 1 3 
30 30 30 
17 17 15 
161 155 150 
注) :電気機械器具等製造業には、電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品・デバイス、
機械器具等がある。
出所) :厚生労働省『家内労働のしおり』各年度版、より作成。
さらに、厚生労働大臣や都道府県労働局長だけでなく、家内労働者側や委託者側からも
最低工賃の決定や改正あるいは廃止を申し出ることができるようになっている側。しかし
ながら、近年、新しく最低工賃が決定されることはほとんどなく、最低工賃決定の申し出
そのものもほとんどない状況である。かつては、最低工賃決定の申し出は、雇用労働者で
組織された労働組合が最も多く、委託者側からの申し出や、厚生労働大臣または都道府県
労働局長による決定は非常に少なかった。これは、家内労働者の低工賃が、類似の業務に
従事する雇用労働者の賃金を引き下げるようになるため、雇用労働者で組織された労働組
合が最低工賃の決定を申し出ることが多いからである。つまり逆に言えば、類似の業務に
従事する雇用労働者がいない場合、その業種の最低工賃は決定されずに野放しとなってい
ることが多いという問題がある。家内労働の中には低工賃の仕事が多いにも関わらず、最
低工賃が決定されていないのはこのためである。それゆえ、家内労働者の工賃が低くなり
すぎないように、厚生労働大臣または都道府県労働局長による最低工賃の決定件数を増や
すようにする必要がある。
(30)家内労働法第11条第 2 項。
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図 1 最低工賃決定の手順
(法第11条第 2 項、則第 7 条)
|関係家内労働者委託者の叫- ・ う
(諮問)法第 8 条第 1 項、第10条
(法第11条第 1 項、則第 6 条第 1 項)
|関係家内労働者 委託者の意見聴取の公示| マ 地方労働審議会 11<一一
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関係家内労働者・委託者 I __- 法第 9 条第 3項
の異議の申出 | 
決定公示
法第12条第 2 項 (30 日間〉
効力発生
注) :専門部会は 3~5 回程度開催され、 1 回につき 2 時間程度の審議が行われる。
出所) :厚生労働省大阪労働局労働基準部賃金課の資料提供。
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2 決定の基準
最低工賃が決定される基準について見てみると、最低工賃は工賃の低い業種であって、
しかも家内労働者が一定の地域に相当数存在している業種か、他の地域との関連性が強い
業種、あるいは、その地域にある産業のうち主要な割合を占めている業種が、優先的に決
定されている。ここでいう一定の地域とは、都道府県単位もしくは都道府県内の特定地区
であって、複数の都道府県にまたがって最低工賃が決定されているわけではない。これは、
均衡の基準とされる最低賃金が都道府県別に決定されていることや、最低工賃が決定され
ている業種に地場産業が多いことが関係している。このため、ある作業に従事する家内労
働者がA県と B 県にまたがって散在している場合、 A県では最低工賃が決定されていても、
B県で最低工賃が決定されていないというケースがあり得る。この場合、 B県の家内労働
者は、 A県の家内労働者より低い工賃で仕事をしなくてはならないという問題がある。ま
た、家内労働者が一定の地域に相当数存在している業種として、家内労働者数が300人以
上いることが、目安となっている (31) 。
次に、最低工賃の額は、どのような基準で決定されるのかについて見てみると、同一の
地域内において同ーまたは類似の業務に従事する労働者に適用される最低賃金との均衡
を考慮して決められるようになっている倒。ここでいう均衡とは、最低賃金の額と最低工
賃の額が全く同額になるということではない。また、最低賃金の額は、「三原則J (33) を考
慮して決定されており、ほぽ毎年改正が行われているにも関わらず、最低工賃額は 3 年以
上経過しないと改正されないようになっている倒。このため、最低賃金との均衡が保たれ
ておらず、最低工賃額は最低賃金額の60~70%程度に低く抑えられている。しかも工賃は
賃金と違って、そのまま家内労働者の純収入になるわけではないということに注意してお
く必要がある。というのも、工賃には機械設備の減価償却費や補助材料費だけでなく電気
料金なども含まれており、例えば業種によっては業務用のミシンを家内労働者が購入して
いるケースも見受けられる。
さらに、地域別最低賃金や産業別最低賃金の場合、その地域やその産業で働く全ての雇
用労働者に対して職種に関わりなく適用されるが、最低工賃は作業工程ごとに一定の規格
について出来高で決めることになっている。このため業種によっては商品の種類や作業工
程が多すぎるため、作業工程別の決定方法では時間がかかり過ぎて現実に適合じないとい
う問題がある。特に、繊維産業関連業種では、その年によって流行が移り変わってしまう
ため、迅速に最低工賃が決定される必要がある。しかし、各都道府県ごとに地域別や産業
(目)300人未満の場合でも、最低工賃は決定されている。但し、 100人未満に減少し、将来も増加する見通し
がない場合は、廃止が検討されるようになっている。
(お)家内労働法第 13条。
(33) 三原則とは、労働者の生計費、類似の労働者の賃金、賃金の支払能力のことである。
(3心 1982年 7 月 27 日に中央家内労働審議会小委員会が発表した「最低工貨の新設・改正の促進に関する報告」
では、 2~3 年を目途として、最低工賃額は改正されなければならないとされている。そのためには、
審議機関の効率的な短縮や実態調査の簡素化が必要であるとしている。
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別の最低賃金額を決定する時、地域や産業における賃金の実態把握が重視されているよう
に、低工賃に一定の歯止めをかけて工賃改善へとつなげていくためには、綿密な実態調査
によって工賃の現状を正しく把握しなければならないであろう。
理論的には、最低工賃は図 2 のような計算式に基づいて決定されるべきであると考えら
れている。例えば、 1966年 4 月 8 日に日本社会党が国会へ上程した家内労働法案の第12条
第 3 項では、図 2 ような計算式(但し全国一律最低賃金額)に基づいて最低工賃が決めら
れるべきであるとなっていた。しかし、実際は、このような計算式に基づいて最低工賃が
決定されているわけではなく、現場視察や関係者の意見聴取および実態調査の結果を参考
にした上で、委託者側の経営状態にも配慮して決定されているようである (35) 。
図 2 最低工賃額の決定について
部品 1 つあたりの
最低工賃額
地域別もしくは産業別の最低賃金額(時間給)
1 時間に製造加工できる部品の偶数(標準能率)
注 1) :上記の計算式に、「必要経費」を加算して考えている場合もある。
注 2) :品目や作業工程が同じ家内労働であっても、規格外であれば最低工賃は
適用されない。
出所) :山本正治郎 [1974 ， 1977 , 1978J 、神尾京子 [1985J を参考に筆者が作成。
図 2 を見ると、「部品 1 つあたりの最低工賃額」は、「地域別もしくは産業別の最低賃金
額(時間給) J を r 1 時間に製造加工マきる部品の個数(標準能率) J で、割った値である。
ここでいう r 1 時間に製造加工できる部品の個数(標準能率) J は、かつて審議会で家内
労働者が実際に製造加工することで測定していた (36)。しかし、審議会で実際に製造加工す
る家内労働者は、委託者側の委員の推薦で選ばれることが多かったため、非常に熟練した
家内労働者が選ばれている可能性があった。経験年数の少ない初心者を基準にすれば、部
品 1 つあたりの最低工賃額は高くなるが、非常に熟練した家内労働者を基準にすると、部
品 1 つあたりの最低工賃額は低くなるという問題があった。審議会で実際に製造加工する
家内労働者は、「初級熟練者」とすることに決められていたが、「初級熟練者」が一定期間
の修業を積んだ一人前の熟練者のことなのか、それとも経験年数の少ない初心者のことな
のかは決められておらず、個々の作業工程によって異なるため、各都道府県労働局の審議
会で判断して経験年数を決めることになっていた (37)。かつては、 r 1 時間に製造加工でき
(35)厚生労働省大阪労働局労働基準部賃金課からの聞き取り (2005年 10月 12 日)による。
(36)最低工賃については、これまで地方家内労働審議会(東京・神奈川・愛知・京都・大阪・兵庫)や地方
最低賃金審議会の最低工賃専門部会で審議されていたが、 2001年より地方労働審議会最低工賃専門部会
で審議されるようになっている。また、最低工賃以外の事項については、これまで地方家内労働審議会
や地方労働基準審議会家内労働部会で審議されていたが、同年より地方労働審議会家内労働部会で審議
されるようになっている。
(37)標準能率をめぐる問題点について、詳しくは、山本正治郎 [1977 ， 1978 , 1984J を参照。
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る部品の個数(標準能率) J は、審議会で家内労働者が製造加工することで測定していた
が、近年は実際に製造加工するということはせず、委託者側が実施した実態調査の結果を
そのまま参考にするようになっている。また、家庭の主婦が家計補助として従事する f内
職的家内労働」が家内労働者の90%以上を占めているにも関わらず、審議会の家内労働者
側の委員に、そのような家内労働者が選ばれることは少なく、たいていが連合や JAMや
U 1 ゼンセン同盟など雇用労働者で組織された労働組合の専従役員が選ばれているとい
う問題がある。家内労働をしている家庭の主婦も委員に加えるようにする必要がある。
以上のように、最低工賃は作業工程ごとに一定の規格について決めることになっている
が、作業工程や規格が多すぎて現実に適合しないため、職種や製品ごとに決定する方式へ
と改める必要がある。特に在宅ワークの中には、一定の単位に区切れない作業があるため、
職種ごとに決定する必要があるであろう。また、在宅ワークのように全国各地へ仕事が委
託されている場合があるため、都道府県ごとに決定するのではなく、複数の都道府県にま
たがって決定することも必要である。さらには、最低工賃額は最低賃金額と連動するよう
に改め、最低賃金額が改正されるたびに、自動的に最低工賃額も改正されるようにする必
要があるであろう。
V 在宅ワークへの適用問題
家内労働法では、家内労働者とは、主として労働の対償を得るために、委託を受けて物品の
製造加工作業に従事する者のことであり、しかも同居の親族以外の者を使用しないことを常態
としているもののことと定義している (38)。従って、たとえ委託・請負契約の在宅ワークであっ
ても、在宅ワークは、主にサービス(役務)の提供であって物品の製造加工作業ではないため、
家内労働法が適用されないのである。ただし、例外としてワープロソフトなどを用いて文章の
入力(ベタ打ち)作業をする場合については、家内労働法を適用することになっている倒。こ
の場合でも、家内労働法に照らして解釈し直す必要があるため、委託者からフロッピーディス
ク等の外部記憶媒体の提供や売り渡しがあり、その外部記憶媒体に入力した文章を保存して納
品した場合にのみ限定されている (40) 。
このように家内労働法が適用されていないにも関わらず、近年、委託・請負契約の在宅ワー
クに従事する人は増加している。厚生労働省 [2002J によると、在宅ワークに従事している人
は、男性より女性の方が多く、年収では男性の 4 人に 1 人が500万円以上であるのに対し、女性
の場合は 7 割の人が149万円以下である。また、職種では、男性は「設計、製図、デザインj や
「システム設計、プログラミング」に多く、女性は「文書入力J や「データ入力」に多くなっ
(38)家内労働法第 2 条第 2 項。
(39) 1990年 3 月 31 日付け基発第184号、婦発第57号により決められた。
(相)自分で購入した外部記憶媒体に文章を保存して納品した場合や、外部記憶媒体を用いずインターネット
やパソコン通信などで納品した場合は、家内労働法の適用対象とならない。
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ている。さらに、報酬の支払いや仕事の納期・ノルマなどでトラブ?ルが多く、トラブ、ルを経験
したことのある在宅ワーカーは約20%程度いることが明らかにされている。旧労働省は、事業
者的性格が弱く労働者的性格の強し、在宅ワークについて、「在宅ワークの適正な実施のためのガ
イドライン」を策定して、契約条件の文書明示・保存や契約条件の適正化などの基準を示して
いるが、法的な拘束力はなく、 トラブルが後を絶たない状況である。
これに対して、 1956年に独占禁止法の特別法として制定された下請法(下請代金支払遅延防
止法)では、物品の製造及び修理の委託を適用対象としていたが、 2003年 6 月に改正され、情
報成果物の作成委託と役務提供委託も適用対象になった。これにより、一定の条件の下での発
注については、在宅ワークも下請法が適用されることになっている (41)。下請法では、注文書な
ど書類の作成・保存義務や、下請代金の支払遅延の禁止などが定められている。しかし、在宅
ワークに従事する人に必要な保護は、単に契約条件の文書明示・保存だけでなく、契約条件の
適正化や安全・衛生の確保という側面も必要である。特に契約条件の適正化ということであれ
ば、報酬の最低金額の設定、労働時間の規制(適正化)、契約打ち切りの事前予告(予告期間と
予告手当)などが必要であり、安全・衛生の確保では眼精疲労や腰痛に悩む在宅ワーヵーが多
いため、 VDT作業への適切な対策を講じる必要がある。それゆえ、下請法のような経済法だ
けでなく、家内労働法のような労働保護法も在宅ワークに適用される必要があり、場合によっ
ては労災保険に特別加入できるようにする必要もあるであろう。また、在宅就労問題研究会が
発表した「最終報告書」でも、「在宅ワークについては、何らかの保護等の措置を講ずる必要性
が想定され、家内労働法的な手法が当てはまるかどうかについて、個別の施策ごとに検討する
必要があろう J (42) と述べられている。この点について、例えば西ドイツでは、それまで製造加
工作業を対象としていた家内労働法を 1974年に改正し、「テープ起こし」や「宛名書き j など労
働者的性格の強い在宅ワークについて家内労働法の適用対象となっている (43) 。
さらに、国際的な動向として、 1996年 6 月 20 日には ILO第83回総会で、「在宅形態の労働
(Home Work) 条約J (第 177号条約)が採択されている。日本が ILO条約に批准するためには、
①家内労働法の適用範囲を物品の製造加工作業だけでなく、サービス(役務)の提供などにも
拡大する必要がある。②家内労働法では、委託者から原材料の支給を受けているかどうかが重
視されているが、 ILO条約では原材料の支給を受けたり、機械設備を貸与されているかどう
かは全く問題にしていない。③家内労働法では、製造加工業者や販売業者または請負業者から
委託を受けた場合に限定されているが、 ILO条約ではそのような限定はない。④家内労働法
では、自分一人か同居の親族とともに仕事に従事していて常態として他人を使用しないことと
限定されているが、 ILO条約では他人を雇用していてもいいのかどうかについては決められ
ていない。⑤ ILO条約では、家内労働者や在宅ワーカーと他の賃金労働者との平等待遇(労
(41) 下請法について、詳しくは、労働政策研究・研修機構 [2004J を参照。
(42) 労働省 [2000J の29頁。
(43) 西ドイツの家内労働法について、詳しくは、小俣勝治 [1985 ， 2004J、鎌田耕一 [2003J を参照。
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働三権や母性保護など)をできる限り促進することとなっている。また、 ILO条約では、雇
用労働者が時おり自宅で「持ち帰り J 残業をするような場合は、「在宅形態の労働j にならない
が、雇用労働者が常に(逓 3 日以上)自宅で仕事をする在宅勤務の場合は、「在宅形態の労働」
に含まれるということに注意しておく必要があるであろう(刊。 ILO条約の討議過程で使用者
側の反対が非常に強かったこともあり、批准している国は数カ国しかない状況である (45)。日本
政府は ILO条約の採択に賛成票を投じているが、批准に向けての目立った動きは今のところ
全くない状況である。
最後に、近年、在宅ワークをめぐる詐欺事件(し、わゆる「インチキ内職J) も多発している。
それらは主に、高額な機器を購入させたり、技術取得のための研修費を徴収しておいて、仕事
をあっせんしないというような手口である。このような詐欺事件に対しては、 2001年 6 月に施
行された特定商取引法で規制されているが、被害が後を絶たない状況にある。このような詐欺
事件に多い手口は、主に次の三点に集約することができるであろう。
それは、①実際に仕事をする前に多額の研修費や保証金を支払わなければならない場合。あ
るいは、高額な機械を購入しなければならない場合である。②求人広告に記載しである連絡先
の住所が遠隔地にある場合。このため、踊されたと思っても新幹線や飛行機を利用しなければ
ならないため、直接事務所へ文句を言いに行きにくくなっている。また、電子メー/レや郵送で
資料請求と求人広告に記されているだけで、電話で問い合わせることができないようになって
いる。あるいは、電話をしても常に留守番電話になっており、担当者が出てこない場合である。
③あらかじめ求人広告に会社がl高額で買い取りますと記されている場合。しかも、経験次第で
は高収入が約束されており、独立も可能と記されているような場合である。これに加えて、最
近では、インターネットを使って募集している場合もあり、必要以上に派手なホームページは
要注意と言われている。このような詐欺事件には、高度なスキルや営業能力のない女性の在宅
ワーヵーが被害に遭うことが多く、在宅ワーカーの意識の啓発と能力開発に取り組む必要があ
るであろう (46) 。
なお本稿では、在宅ワークと S 0 H 0 (Small Office Home Office) とを区別して扱ってい
る。なぜなら、 SOHOは自宅や小規模の事業所で働くという意味以外にも、情報関連産業の
ベンチャー企業という意味を含んでおり、事業者的性格が強し、からである。 SOHOについて
は、定義を明確にした上で、在宅ワークとは別の政策で対処する必要があるだろう。
(たかのつよし/奈良産業大学経済学部非常勤講師)
(44)但し、国内の法律や裁判例などによって、独立労働者とみなされるために必要な一定の自主性および経
済的独立性を持っと考えられている場合は、「在宅形態の労働J にならない。
(45) ILO第 177号条約の批准国に、フィンランド (1998年)、アイルランド (1999年)、アルバニア (2002年)、
オランダ (2002年)、アルゼンチン (2006年)がある。
(46)厚生労働省は、在宅ワーク支援事業により各種セミナーの開催や相談業務などを実施している。在宅ワ
ーク支援事業は、 2000年 4 月より(財)21世紀職業財団が委託されていたが、 2003年 4 月からは(財)社会
経済生産性本部が委託されている。詳しくは、「在宅ワーカー支援Home Worker' s WebJ を参!照。また、
在宅ワーカーの能力開発については、中国桐代 [2004] を参照。
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